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１．これまでの取り組み  

公共工事のコスト縮減については、平成９年１月に、全閣僚を構成員とする「公共工事コスト縮減対策関

係閣僚会議」（以下「関係閣僚会議」という。）を設置し、同年４月に「公共工事コスト縮減対策に関する行

動指針」（以下「旧指針」という。）を策定し、これに基づき各省庁において一致協力して施策を推進してき

たところである。旧指針に基づく平成９年度から 11 年度の３年間の取り組みにおいては、全省庁の連携や

公共工事担当省庁等の創意工夫の強化により、公共工事執行システムの中で価格に影響を及ぼす様々な要因

について改革が進んだ。その結果、平成 11年度までのコスト縮減率は約 10％となり、当初の数値目標をほ

ぼ達成した。 

さらに、「行政コスト削減に関する取組方針」が平成 11年４月 27日閣議決定され、公共工事のコスト縮

減についても、その一環のものとして位置付けられた。このため、平成 12 年９月に、関係閣僚会議におい

て、「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」（以下「現指針」という。）を策定し、工事コストの低減

だけでなく、工事の時間的コストの低減、施設の品質の向上によるライフサイクルコストの低減、工事にお

ける社会的コストの低減、工事の効率性向上による長期的コストの低減を含めた総合的なコスト縮減につい

て取り組んでいるところである。その結果、平成 14年度までのコスト縮減率は 12.9％となっており、卸売

物価、労務費等の下落を考慮した実際の工事コストは20.6％の低減となっている。 

 

２．公共事業コスト構造改革プログラムの考え方 

このような現状を踏まえ、現下の状況を鑑みるに、これまでの公共工事コスト縮減施策により一定の成果

が得られたものの、依然として厳しい財政事情の下で引き続き社会資本整備を着実に進めていくことが要請

されていること、また、これまで実施してきたコスト縮減施策の定着を図ることや新たな施策を進めていく

ことが重要な課題となっている。このため、平成 15 年度からは、現指針を継続実施することに加え、公共

事業のすべてのプロセスをコストの観点から見直す、公共事業コスト構造改革に取り組むこととし、政府全

体として実施する取り組みについて、「公共事業コスト構造改革プログラム」（以下「政府プログラム」とい

う。）を策定する。 

政府プログラムは、「事業の迅速化」、「計画・設計から管理までの各段階における最適化」、「調達の最適化」

の観点から、現指針に加え実施する公共事業コスト構造改革の施策をとりまとめたものであり、現指針で既

に実施している施策は基本的には含まないが、現指針に記述があってもそれをより具体的に推進するための

施策等は盛り込むこととする。また、公共事業コスト構造改革は、コストの観点から公共事業の抜本的改革

を目指すものであるため、政府プログラムには、直ちに実施できる施策のみではなく、検討、試行、関係省

庁が調整を行ったうえで実施に移行する施策を含むものとし、政府プログラム策定後も、必要に応じて施策

を追加、変更することとする。さらに、プログラムの施策が効果を上げるためには、職員ひとりひとりがコ

スト意識を持って取り組むことが不可欠であり、コスト縮減に努力した者が評価されるよう適切な措置を講

じることとする。 

目標期間は、平成15年度から平成19年度までの５年間とする。 

なお、公共事業コスト構造改革は、平成15年６月27日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関

する基本方針2003」にも位置付けられているところである。 

 

３．政府プログラムの対象 

政府プログラムは、広く国、地方公共団体等が行う公共事業全体を念頭に置いて策定するものであるが、
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直接的には、国及び関係公団等が実施する公共事業を対象とする。 

なお、関係公団等は、事業内容や財源構成等にそれぞれ特性があることを考慮し、独自の施策を実施する

ことができることとする。 

 

４．政府プログラムと各省庁の定めるプログラム 

政府プログラムは、政府全体としての公共事業コスト構造改革に関する取り組みについて策定するもので

ある。 

公共工事担当省庁においては、政府プログラムを踏まえ、関係公団等の行う所管の公共事業を含む各省庁

ごとのプログラムを直ちに策定するものとする。 

なお、各省庁の定めるプログラムには、各省庁の事業内容等を踏まえ、政府プログラムの中から各省庁に

関連する具体的施策を盛り込むとともに、独自の施策を実施することができることとする。 

 

５．地方公共団体への協力要請等 

地方公共団体の実施する公共事業の総額は、我が国の公共事業費全体に占める割合が大きく、公共事業の

コスト構造改革を図り、社会資本整備を効率的に推進するには、地方公共団体の積極的取り組みが不可欠と

考えられる。このため、政府は、各地方公共団体に対し、政府プログラムを参考に積極的に公共事業コスト

構造改革に取り組むよう要請する。 

また、地方公共団体における公共事業コスト構造改革を推進するため、地方公共団体との情報交換を継続

するとともに、地方公共団体に対する必要な支援を行うこととする。 

 

６．具体的施策 

公共事業コスト構造改革は、コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直すものである。したが

って、検討、実施する施策は、直ちに事業のコストの低減につながるものに限定せず、普及・浸透すること

により社会的コスト等も視野に入れた長期的なコストを低減させる施策や、事業実施の円滑化により事業便

益の早期発現に資する施策等を幅広く含むものである。 

公共事業コスト構造改革では、良質な社会資本を低廉な費用で整備・維持することを目指しており、施策

の実施にあたっては、社会資本が本来備えるべき供用性、利便性、公平性、安全性、耐久性、環境保全、省

資源、美観、文化性等の所要の基本性能・品質の確保を図ることとする。 

 

（１）事業の迅速化 

事業を迅速化することにより、事業便益の早期発現を可能とし便益が増加することにつながり、便益の増

加分に相当する費用を低減することになる。また、事業の迅速化は、時間的効率性の向上を図ることになり、

事務経費の低減、事業資金の金利負担の低減となる。 

 
【１】合意形成・協議・手続きの改善 
事業が円滑にスタートできるように、各事業における構想段階から住民等の合意形成を図るための施策を

導入・推進するとともに、時間がかかる要因となっている各種の協議・手続きについて関係省庁が協力して

迅速化・簡素化を図る 
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（施策事例） 

・ 構想段階からの合意形成手続きを導入、推進 

・ 各省庁が、協議・手続きの総点検を実施し、協力して協議・手続きを迅速化・簡素化 

・ 事業プロセスの徹底した公開等、透明性の向上を図る 

 

【２】事業の重点化・集中化 
事業の重点化・集中化を図り社会資本の効率的整備を推進するため、事業評価を厳格に実施し事業箇所を

厳選するとともに、時間管理概念の導入等による徹底した事業の進捗管理を行う 

（施策事例） 

・ 事業評価の厳格な実施 

・ 時間管理概念の導入等による事業の進捗管理の徹底 

 
【３】用地・補償の円滑化 
公共用地を適正かつ円滑に取得するため、地籍調査を促進し、土地収用法を積極的に活用するとともに、

代替地の斡旋等の生活再建対策を推進する 

（施策事例） 

・ 地籍調査の促進 

・ 計画段階からの土地情報の把握 

・ 土地収用法の積極的活用 

・ 生活再建対策の推進、用地取得業務に民間活力を活用 

 

（２）計画・設計から管理までの各段階における最適化 

計画した内容が必要以上に華美や過大なものとなっていないか、適切なサービス水準か、地域の実情にあ

った最適な設計になっているか、資源の循環利用を行っているか等の視点で計画・設計から管理までの各段

階の最適化を図ることにより、工事コストの低減を図るとともに将来の維持管理費の低減を図る。 
 
【１】計画・設計の見直し 
計画・設計の最適化を目指し、計画・設計に関する規格等を見直す。そのため、計画・設計の自由度を増

すことを目指す現行の基準類の性能規定化を推進するとともに、設計基準の特例値を活用するなど弾力的な

運用や地域の実情にあった規格（ローカルルール）及び地域住民参加等による整備手法、技術革新など様々

な視点から現行の計画・設計を大胆に見直す 

（施策事例） 

・ 基準類の性能規定化の推進 

・ 営繕事業に関する技術基準の統一 

・ 地域の実情にあった規格（ローカルルール）の設定の促進 

・ 技術革新等による計画・設計の大胆な見直し 

・ 関係省庁が連携した効率的な整備の推進 

 

【２】汎用品の積極的使用 
 資機材、部品等について、特注品の使用をやむを得ない場合に限定する等、汎用品の使用を推進する。 

（施策事例） 



 

 4 

 ・ 可能な限り汎用品を使用する設計に見直し 

 

 

【３】新技術の活用 
高品質、低コストを実現する新技術の開発と活用を促進するための環境を整備し、計画・設計から管理ま

での各段階における新技術の活用を推進する 

（施策事例） 

・ 新技術の開発と活用を促進する環境の整備 

・ ライフサイクルコストを低減する技術開発の推進 

 

【４】資源循環の促進 
循環型社会の構築と地球温暖化防止等に向けて、資源の循環利用による効率的整備を推進するため、現場

発生材の再資源化、間伐材の積極的な活用を図るとともに、地域に賦存するバイオマス等の循環利用を促進

する 

（施策事例） 

・ 資源の循環利用の促進 

・ 地域に賦存するバイオマス等の循環利用の促進 

 
【５】管理の見直し 
社会資本整備の進捗とともに維持管理の重要性が増している。低コストの維持管理を実現するため、身近

な社会資本の管理に際して地域住民等の参画を促進するとともに、IT等の新技術の活用、ライフサイクルコ

ストを考慮した計画的な維持管理の推進、既存ストックの有効活用等ハード、ソフト両面から管理の最適化

を図る。 

（施策事例） 

・ 地域住民等の参画による維持管理の推進 

・ ＩＴを活用した施設管理等の推進 

・ ライフサイクルコストを考慮した計画的な維持管理の推進 

・ 既存ストックの有効活用 

（３）調達の最適化 

発注単位の適正化や入札・契約の見直し、積算等の見直し等の調達の最適化を図ることにより、技術によ

る競争、民間技術力の活用を促進するとともに積算価格の説明性・市場性の向上を図る。 
 
【１】入札・契約の見直し 
民間の技術力が一層発揮されるように、企業の技術力を適正に評価するとともに、技術提案を重視する調

達方式を導入する。また、適正な発注ロット設定のための環境の整備、工事の平準化を推進するとともに電

子調達を推進する。さらに、ＰＦＩ等民間資金・能力を活用する社会資本整備・管理手法を導入し、推進す

る。 

（施策事例） 

・ 企業の技術力の適正な評価 

・ 技術提案を重視する調達方式の導入 

・ 工事の平準化のため、国庫債務負担行為を計画的かつ積極的に活用 
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・ 電子調達の推進 

・ ＰＦＩ等民間資金・能力を活用する社会資本整備・管理手法の導入 

 
【２】単価等の積算の見直し 
積算価格の説明性・市場性の向上を図り、積算業務の省力化等を推進するとともに、新たな入札契約方式

への対応等を図ることを目的とし、現行の積算手法等を見直す。 

（施策事例） 

・ 「施工単価方式」による積算体系の導入 

・ 市場特性をより適正に反映した資材単価の採用 

 

７．フォローアップ 

政府プログラムの実施状況については、具体的施策の着実な推進を図る観点から、適切にフォローアップ

し、その結果を公表する。フォローアップにあたっては、政府プログラムに示した各施策の実施状況を検証

するとともに、これらの取り組みによるコスト縮減の効果を、現時点で評価可能な項目について数値目標を

設定して評価する。 

数値目標は、公共事業のすべてのプロセスを見直すものであるため、従来からの工事コストの縮減に加え、

（ア）規格の見直しによるコストの縮減、（イ）事業の迅速化が図られることによる便益の向上、（ウ）将来

の維持管理費の縮減をも評価する「総合コスト縮減率」を設定し、平成１５年度から５年間で、平成１４年

度と比較して、１５％の総合コスト縮減率を達成することを目標とする。 

 

 


